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（要旨） 

 現在は、経済再生に向けて、地域経済圏のビジネスモデルの転換が強く求められている時期に

ある。本論文では、最初に、地域経営の新たなモデルを提起する。基本的には、工業化に対応し

た社会・経済構造から知識型のそれへの移行に伴って、縦型社会のモデルから知識を基軸とした

横型社会のモデルへの転換が必要であることを述べる。次に、新たなモデルを各経済圏において

導入するための設計論の基本について検討し、クラスター化を成功させるための6条件とクラス

ター設計の手順を提案する。最後に、我々が提案した新モデルへの転換に関して、ポテンシャル

が特に高い経済圏の特定を行いつつ、国土政策全体から見たクラスターの位置づけを示す。 

 

キーワード：ビジネスモデル、クラスター、ミリュー、設計論 

 

１．地域経営の強力なビジネスモデルとして

の“地域クラスター” 

 

 今日、首都圏を除く我が国の地域経済圏の

大半は、活力を失いつつある。開業率が廃業

率を上回り、また、既存企業の事業低迷や海

外移転が顕在化している。このような状況に

直面する中で、1990年代からこれまで13回に

及ぶ経済対策が実施されたが、経済圏の活力

を再生させるには至らなかった。経済対策と

いう政策実験の結果は、我が国地域経済圏の

現行のモデル自体に構造点な問題があり、新

たなモデルの導入が必要であることを示唆し

ているものと考えられる。生産性を持続的に

高め、国際競争の中で勝てる独創的な新事業

をいち早く生みだし、拡大再生産を可能とす

る地域経営モデルが求められている。 

 そうした視点でみた場合に、「ぶどうの房」

を語源とした「クラスター」は、注目すべき

概念である。この言葉は、近年、企業や大学

などの地理的に近接して活動する多数の主体

（ぶどうの粒に相当する）が有機的につなが

り合い一つの固まり（房）を作った経済圏の

形態を表す概念として、経営学や経済地理学

などの分野で地域の産業・社会構造の分析に

頻繁に用いられるようになっている。例えば、

マイケル・ポーターとアメリカ競争力協議会

は、“クラスターとは、特定の分野において、

相互に関連のある企業・機関が地理的に集中

している状態である。クラスターは、関連す

る複数の産業や競争上大きな意味を持つ他の

団体をも包摂するものである”と述べている。

また、全米州知事協会は、「クラスターを基軸

とした経済開発に向けた州知事指針(2002年発

表)」の中で、“地理的に隣接している集合体

で、類似、関連、又は補完する事業体で構成
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され、事業体同士で取引、コミュニケーショ

ンを行う活発なチャネルがあり、そのチャネ

ルは専門的知見の基盤、労働市場やサービス

を共用し、直面するチャンスや脅威も共有し

ているもの”と定義している。さらに、欧州

でも、Maillatらが、地域クラスターと類似し

た「Innovative Milieu（イノベーチィブ・ミ

リュー）」の概念を提起している。それは、

“地域性を持つが、地域の外部に対しても開

放された複合体であり、ノウハウ、ルール、

関連の経営資源を含むものである。”という

もである。このミリューの中では、企業や機

関内又は企業組織の壁を超えた個々人の間に

社会的ネットワークが形成され、情報、知識

の活発な交換や共同学習が行われている。こ

れらの考え方を我々独自に再整理してみると、

「クラスター」とは、地理的に近接して立地

する企業、大学、研究機関、公的機関などか

ら成るコミィニティのモデルであり、かつて

日本の村々に存在した血縁色の強いコミィニ

ティのように、組織を超えた横のネットワー

クが発達し、情報や知識の交換や共有、協働

によるチャンスや脅威への対処が行われてい

る状態を表すものとなる。また、地域内の

様々な構成要素が、相互に柔軟で複雑な連関

を持っているという側面に着目すると、クラ

スターは一種の生態系に喩えることも出来る

だろう。このようなクラスターの構造を表し

たものが図１である。内部では、産官学の各

主体が線で表されるネットワークを介して固

定的ではない形で緩く連結されている。個人

は、各主体をベースとして、横の人的連携を

持ちながら活動しており、組織を超えた流動

性も高い。教育機関は、この連結された各主

体に知識人材を教育している。コミィニティ

の範囲は、経済圏独特の濃度の高い知識が存

在する外縁を示している。後で述べるように、

このクラスターに日本の独自要素を加えたも

のが新しい地域経営モデルの基本となる。 

 

 【図1】クラスターの構造 
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「知識化経済」の段階に入ったと言われる

今日の産業活動において、知識やノウハウ、

情報の持つ意味は非常に大きい。付加価値の

高い商品を次々と生みだしていくためには、

知識などが次々と生産され、それらがビジネ

スの現場で迅速に利用されることが必要であ

る。「クラスター」型のモデルは、この知識な

どの生産、移転、融合、濃縮を効率的に行う

場として、非常に優れた条件を備えている。

網目状に発達した横のネットワーク内では、

協働の文化が存在しており、また、協働に必

要なプロトコルも共有されている。このこと

は、知識の日常的な交換や知識やアイデア、

技術を持ち寄って行う共同研究をし易くする。

構成メンバーは、これによって知識の生産を

効率的に行うことが可能になる。ネットワー

クの存在は、また、作り出された知識や外部

から取り入れた情報について、構成メンバー

の間で迅速に伝播、普及させることをも助け

る。ネットワークは、知識や情報の流路とし

て機能するのである。このため、コミィニ

ティ内では、多様な知識が共有されており、

濃度の高い知識空間が形作られている。例え

ば、伝統的に産学官の協働の文化がある京都
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経済圏の中では、伝統産品である京友禅、清

水焼、仏壇・仏具などに由来する技術や技能

が共有され、印刷技術やセラミックス、精密

測定装置などの新製品の開発につながってい

ると言われる。このように考えると、クラス

ター型モデルの本質とは、知識コミュニティ

であると考えることが適切であろう。企業な

どが地理的に集中立地したという外観だけで

考えると、クラスターと従来型の産地集積や

企業城下町、工業団地との間には類似性もあ

る。しかし、クラスターがそれらのモデルと

抜本的に異なる点は、先に述べた横の知識

ネットワークの存在とそれを基盤とした協働

の発達にある。産地集積の中では、熟練労働

者の人材プールの共用といったことは見られ

るが、学や官を含めた知識ネットワークやそ

れを基にした協働は未発達であり、企業城下

町では、中核企業を中心とした垂直的で、か

つ固定性の高いネットワークが主である。工

業団地は工業用水や道路などのインフラの効

率的な共有を主眼として整備されており、立

地企業間の交流は、限定されたものにすぎな

い。クラスター型モデルの概念を明確にする

ために、それと産地集積などとの比較を行っ

たのが表1である。企業城下町や工業団地を縦

割り社会のモデルと定義すれば、クラスター

は横型社会のモデルと呼ぶことが適当である。

 

 

【表1 従来型システムとクラスターの比較】 

 

 

 実際に、米欧日の地域経済圏を観察、分析

してみると、1990年代以降、産地集積や企業

城下町などと比較して、クラスター型の地域

モデルの比較優位が目立っていることが判る。

クラスター型の経済圏の内部では、イノベー

チィブな活動が盛んとなって、生産性が持続

的に向上しており、経済圏が自律的に発展し

ていく姿がみられる。クラスター型地域モデ

ルが優位に立った背景には、産業のモジュー

ル化、研究開発のスピードの加速、製品の陳

腐化と新製品投入サイクルの短縮、バイオ・

医療テクノロジー、エレクトロニクス等の分

野における大学が持つ知の重要性の高まりと

いった産業・社会環境の大きな構造変化があ

ることは間違いない。例えば、コンピュータ

産業で最初に発達し他の産業分野へと伝播し

たモジュール化の発想は、横の柔軟な企業間

連携の必要性を高めている。企業は、研究開

 域内の社会的

ネットワーク 

人材その他経営

資源の流動性 

大学の役割 公的機関の役割

工業団地 無し 低い 無意識 インフラの整備

と管理 

企業城下町 垂直の固定的

ネットワーク 

低い 教育機関 インフラの整備

と管理 

サイエンスパー

ク（筑波型） 

無し 低い テナントの一つ パーク管理、 

産業連携など 

産地集積 同業者の横ネッ

トワーク 

同業者間の協力

関係 

最近まで意識 

低い 

中小企業支援 

クラスター 産学官の横の

ネットワーク 

高い 中核的存在 

（ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ） 

地域内の 

Collaboration

の促進など 
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発のスピードを加速するために、社内に閉じ

ていた研究開発を大学・公的研究機関や他の

企業、外部の専門人材との連携を重視した方

向へと変えていく傾向がある。Rosenbergや

Nelsonら(1994)の分析によればバイオ・医療

分野のような発展段階が初期の技術分野では、

大学や公的研究機関の持つ知の蓄積の重要性

が高く、企業の経営戦略上、これら研究機関

との産学連携が非常に重要な要素となってき

ている。 

 

２．新しいビジネスモデル導入と設計論の必

要性 

 

 米国では、1985年の「ヤングレポート」以

降、技術開発とその成果の事業化、生産性の

向上（イノベーション）の促進を軸とした競

争力強化の政策を重視してきた。具体例とし

ては、次世代半導体開発のような産学官の協

働による技術開発プロジェクトの推進、製造

プロセスの効率化プログラム（MEP）の創設、

バイオ・医療系の研究開発向けを中心とした

競争的な資金助成の強化、知的財産権保護の

強化などが挙げられている。また、これら国

レベルの政策展開と平行して、地域経済圏毎

にイノベーションを刺激する地域環境作りが

行われてきた。具体的には、産学官の協働に

よる地域戦略の策定と共有、域内の横のネッ

トワーク形成、起業家の育成、地域毎の経営

支援機関の設立、地域教育力の強化などであ

る。このような連邦政府と各経済圏独自の活

動によりクラスターが多数形成されている。

欧州においても、アメリカと同様に様々な政

策的努力が払われてきている。例えば、欧州

におけるクラスター形成のモデルと言われる

フィンランドでは、地域毎の戦略形成、産学

連携の仲介機関の設立、起業家育成などの政

策によって、23のサイエンスパーク（パー

ク・ミリュー）を政策的に形成した。イギリ

ス で は 、 ク ラ ス タ ー 形 成 フ ァ ン ド

（Innovative Clusters Fund）を設け、地域

開発公社（RDA）や大学を推進母体として、特

にクラスター内でのインキュベーション機能

の強化を図っている。 

 一方、我が国では、我々が提起したクラス

ター型の地域経営モデルへの移行に向けた政

策的な努力は開始されたばかりである。経済

産業省の産業クラスター計画、文部科学省の

知的クラスター計画が開始されたのは、それ

ぞれ 2001 年、2002 年であることにあらわれ

ているように、我が国の政府や社会がこのモ

デルの価値に気づいたのは、アメリカや欧州

と比較すると、少なくとも 10 年は遅れたと言

わざるを得ない。また、アメリカや欧州にお

けるクラスター形成の成功事例をみた場合に、

ネットワークの中核的存在として大きな役割

を果たしたとされる大学や公的機関の活動は、

我が国では、最近まで十分と言えるものでは

なかった。大学からの技術移転について規定

された大学等技術移転法の制定は 1999 年、大

学等の知的資産を産学の連携により産業技術

競争力に結びつけることを謳った産業技術競

争力強化法の制定は 2000 年であり、現在は未

だシステム整備の初期段階にあることは間違

いない。このような事情から、我が国の地域

経済圏の多くは、産地集積や企業城下町など

といった「工業化時代」に形成された従来型

モデルのままでとどまっているものと考えら

れる。坂田・松島他(2003)は、新たな計量分

析手法を導入し実証研究を行っているが、こ

の研究結果によれば、３大都市圏以外の中小

規模の県庁所在地を中核とした多くの経済圏

の内部では、財政、産業力、地域キャパシ

ティなどの諸要素の向上が生産性の上昇につ

ながり、それがＧＤＰの拡大を通じて産業力

その他の域内諸要素を更に押し上げるという

循環的な動きは見られていない。また、広島

や豊田のような代表的工業都市は、域内の諸
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要素の連関が薄い典型的な企業城下町型のモ

デルであって、1990 年代に入り生産性の上昇

が停滞していることが判明した。 

 従って、我が国では、今日、縦型のモデル

から新たな地域経営モデルである「クラス

ター」へと移行するために、設計論の確立と

その実装が強く求められている状況にある。

なお、設計を考える際には、クラスターの重

要なリソースである有力大学・研究機関の立

地、都市インフラ、高速交通網の整備状況は、

与件と考えるべきである。これらのリソース

は、地域がそれを手に入れるために少なくと

も5年から10年程度の期間を要する。従来の開

発政策においては、時間をかけてインフラを

整えることが行われてきたが、変化が早い中

で、直ちに行動に移るためには、現在あるも

のを前提として考える必要がある。 

 

３．クラスター型ビジネスモデル成立の 6 条

件と設計の手順 

 

 個々の経済圏のクラスター化に向けた設計

を行うにあたっては、最初に、その初期条件

の客観的分析が必要である。坂田・松島他

(2003)、坂田(2003)は、日米欧の経済圏の分

析からクラスター化のポテンシャルを測る重

要な評価軸は、有力な大学や研究機関の存在

（大学力）、企業の経営や研究開発機能の立地

と起業家の創出状況（産業力）、産学間の交流

の密度（産学仲介力）、地域の生活環境、教育

力、起業文化などの地域力（地域キャパシ

ティ）の 4 点であると結論づけている。また、

このような考え方は、アメリカ競争力協議会

の報告(2001)とも概ね符合する。他方、これ

ら 4 点の一部は交通網を介して外部から取り

入れて補完することが可能な点も考慮すべき

である。大規模経済圏と高速交通網で結ばれ、

不足する部分を取り入れることが出来る可能

性があるとすれば、それも評価に含めること

が適当である。こうした考え方に従って、日

米欧 6 地域の評価を実際に行ったものが表 2

である。評価にあたっては、2002 年から 2003

年にかけて実施した坂田・松島による現地調

査と、坂田・松島が参加しているＭＩＴイン

ダストリアル・パフォーマンスセンターを中

心とした国際共同調査の結果を基にした1。日

本の 2 地域に関しては、京都は、産業力、大

学力、産学連携力が一定程度あると評価され、

実際に、クラスター化が進捗している。結節

軸としての知識力の重要性に関する認識も高

い。他方、浜松は、ホンダ、スズキ、ヤマハ

（発動機と楽器）という大企業が所在し、ま

た、光学（フォトニクス）分野で世界的な有

力企業である浜松フォトニクスが立地してい

るものの、大学力、産学連携力は弱体である。

静岡大学工学部と産業界の間の関係は、光学

機器産業の創生期には密接であったが、現在

は希薄化している。浜松が全国的に注目され

ている光学機器分野でも、現時点では、クラ

スターの実態は伴っていないと評価される。

アメリカの 2 地域に関しては、オースティン

は、かつては、ガバメントシティと呼ばれ、

公的分野以外に有力な産業は立地していな

かったが、1980 年代以降、情報分野でのクラ

スター化が急速に進展し、アメリカの中でも

最も注目される経済圏にまで成長した。この

背景には、産業力、大学力、産学連携力、地

域力の各ファクターの充実がある。1983 年の

テクノポリス計画の策定以降、テキサス大学

オ－スティン校を母体として、産学連携、人

材育成、インキュベーション機能を整備した

意味は大きい。1990 年代以降は内部に自律循

環が形成されている。フィラデルフィアは、

オースティンと異なって伝統的な産業都市で

                                                 
1 東京大学総合研究機構、MIT、ケンブ
リッジ大学、オウル大学、タンペレ大学の

間でクラスターの共同研究を実施中。 
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はあるが、鉄鋼や造船業の不振により一時、

衰退を余儀なくされた。そこから、マルチィ

メディア、医療、金融などの先端分野を中心

としたクラスターの再形成に成功している。

この背景にもやはり、産業力、大学力などの

充実がある。大学力については、ペンシルバ

ニア大学、ドレクセル大学など有力大学が立

地しており、これらの知的蓄積、研究開発力、

知識人材を新産業創出や専門人材の再教育に

つなげるための産学連携システム、例えば、

University City Science Center がアメリカ

でも最も早い段階で設立されている。欧州に

ついては、オウルを代表とするフィンランド

の各経済圏でクラスターが人為的に形成され

ている。ケンブリッジでは、サイエンスパー

クやインキュベータが設けられ、大学の技術

力や知識力を活かしたハイテク・クラスター

が成立している。 

 

【表 2 日米欧６地域のクラスター形成ファクターと評価】 

      
 

ここまで初期条件の評価軸を整理したが、

次に、初期条件から出発して、どのような条

件を満たすことが出来るようになれば、クラ

スター型モデルへの移行が実現出来るのであ

ろうか。それは、欧米日の成功事例の詳細な

考察と坂田・松島他(2003)の計量的な分析か

ら、次の 6 条件に集約することが出来た。ま

た、併せて、日米欧の経済圏の現状を比較分

析することにより、6 条件毎に、そうした条

件を整えるために我が国の多くの経済圏で必

要になると見込まれる諸課題を抽出した。 

 

条件 1：産学官による設計図の共有と産学官

の社会的ネットワークの形成 

日本 アメリカ 欧州

浜松 京都 ｵｰｽﾃｨﾝ フィラデルフィア オウル ｹﾝﾌﾞﾘｯｼﾞ

輸送機械

光学機器 電子機器

電気機器
電子機器

マルチメディア

マルチィメディア

医療

通信

電子機器

医療

ハイテク一般

産業
力

大学
力

産学
連携

地
域
力

明確な地域ビジョンの存在

クラスター化進捗度

既存産業からの革新度

大企業立地

中堅企業立地

起業家創出

研究開発力

教育力
大学の連携機能

公的機関力

高速鉄道アクセス

専門人材集積

ビジネス・インフラ

アメニティ

地域教育力

都市文化力

○

○ ◎

○ ○

◎◎

○ ○○○ ○

○

○

○ ○

○

○

○

○

○

○

△

○

○ ○

○

○

○

○

○

◎ ◎ ○
○ ○ ◎ ◎

○

○ ◎

◎○○ ○

○○

○ ○ ○ ○

◎ ○ ◎ ○△

△ ○ ◎ ◎ ◎◎

○ ○ ○

（参考資料）坂田・松島他調査、ＭＩＴインダストリアルパフォーマンスセンター調査(2002～2003年)

○ ○

日本 アメリカ 欧州

浜松 京都 ｵｰｽﾃｨﾝ フィラデルフィア オウル ｹﾝﾌﾞﾘｯｼﾞ

輸送機械

光学機器 電子機器

電気機器
電子機器

マルチメディア

マルチィメディア

医療

通信

電子機器

医療

ハイテク一般

産業
力

大学
力

産学
連携

地
域
力

明確な地域ビジョンの存在

クラスター化進捗度

既存産業からの革新度

大企業立地

中堅企業立地

起業家創出

研究開発力

教育力
大学の連携機能

公的機関力

高速鉄道アクセス

専門人材集積

ビジネス・インフラ

アメニティ

地域教育力

都市文化力

○

○ ◎

○ ○

◎◎

○ ○○○ ○

○

○

○ ○

○

○

○

○

○

○

△

○

○ ○

○

○

○

○

○

◎ ◎ ○
○ ○ ◎ ◎

○

○ ◎

◎○○ ○

○○

○ ○ ○ ○

◎ ○ ◎ ○△

△ ○ ◎ ◎ ◎◎

○ ○ ○

（参考資料）坂田・松島他調査、ＭＩＴインダストリアルパフォーマンスセンター調査(2002～2003年)

○ ○
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 経済圏のモデルの転換を目指して設計図を

描く場合に、産学官の連携と協働が前提とな

る。前提を満たすためには、最初に、地域経

済圏の将来について産学官の各セクターの意

識とビジョンを統一し、各セクターが協力し

て同じ方向に向かって活動する基盤を作るこ

とが必要である。この点に関し、海外の成功

事例を観察すると、大学群の豊かな人的・知

的リソースをビジネスの場で活用するという

コンセプトを徹底的に追求したユニバーシ

ティ・シティ・サイエンスセンター(フィラデ

ルフィア)、テクノポリス・フォイールの概念

を用いて産学官の役割分担を定めてテクノポ

リス計画の形で方向性を統一したオースティ

ン、水晶振動装置(クオーツ)技術の早期吸収

を目指して産学官が一体となって共同研究開

発や新たな技術知識に対応した人材の育成に

努力したスイスのニューシャテル、地域経済

圏毎に重点産業分野を絞って産官学が協力す

る環境を作り出したフィンランドの COE プロ

グラムが参考となる。 

設計図の描き方は、「産」、「学」、「官」、「地

域力(キャパシティ)」に関する初期条件の分
析に従って、4 者の間の役割分担を定め、ま
た、不足分を補強する計画を立てることであ

る。一般に、域内の知識の濃度、他の経済圏

に存在する知識の利用やそれとの融合の確率、

頻度が異なることから、設計図は、東京、大

阪、名古屋・豊田経済圏の 3 大経済圏、それ
らとの連結度の高い小経済圏（「連結経済圏」

と呼ぶ）、中規模経済圏、小経済圏などの別に

よって、大きく異なることが想定出来る。例

えば、東京などの大都市圏は、知識の濃度が

高いことから、幅の広い産業を形成すること

が可能である。そして異なる産業間の知の融

合・複合化によるシナジー効果を追求するこ

とにより、小規模な経済圏では持ち得ない競

争力を勝ち得ることが可能である。また、そ

れら大経済圏は、知の密度の高さを活かして、

海外の主要経済圏と知のネットワークを張る

ことや海外の工業化段階の経済圏の頭脳とし

て機能することが期待される。このような姿

は、”グローバル展開経済圏”のモデルと呼ぶ
ことが適当であろう。他方、比較的小規模な

経済圏では、知識の濃度を高めるため、限ら

れた範囲の事業分野に重点を絞り込む戦略が

成功しやすいと考えられる。先のオースティ

ンのテクノポリス計画（IT 分野重点）やフィ
ンランドの COE プログラムは、この考え方
を採用していると理解することが出来る。更

に、経済圏の外部に存在する知識や知識ネッ

トワークをその内部に引き込むため、高速交

通網によって連結された外部の経済圏に内部

のネットワークを延伸するための活動や高速

道路網と圏域との接点に知識交流の場を設け

ることが効果的である。また、連結経済圏に

ついては、域内の知識ネットワークを充実さ

せ圏域の競争力を高めつつ、巨大経済圏との

知的な結びつきを強化することが重要な課題

となる。 
統一された設計図の共有が実現すると、次

に、これを求心力として使いながら、圏内に

実際に「産学官の知縁ネットワーク」を形成

することが必要である。この参加者として、

中核大企業、研究開発型の中堅企業、起業家、

大学、企業研究所、インキュベータ、個人の

活動家などを含めることが必要である。こう

した横の知縁ネットワークが、圏内の知識の

交流、融合の機会を拡大すると共に、圏域外

との協働の母体となる。こうしたネットワー

クの中には、かつての“ビットバレー（渋

谷）”のように自然発生的に成立した場合もあ

るが、多くの国・地域では意図的な努力なく

しては形成が難しいという実態がある。縦割

りの文化が色濃く残る我が国に於いては、産

学官の意識的な努力が必要であることは間違

いない。特に知識リソースの層が薄い小規模

経済圏に於いては、自然と知識が交わったり、
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融合したりする機会が少ないことから自律形

成が難しく、大経済圏に比べて、大きな努力

が求められる。設計図の共有や産官学のネッ

トワークの形成を推進する場合、特定の個人

や組織によるリーダーシップの発揮が求めら

れる場合が多い。例えば、フィラデルフィア

では州知事（例えば Port of Technology の設

立はリッジ元知事）及び州政府の指導力が大

きく、サンノゼではジム・ロビンス氏（イン

キュベーション活動家）、オースティンではコ

ズメツスキー氏（テキサス大学オースティン

校ビジネス・スクール学長）という個人が主

導した。イギリスのケンブリッジでは、セン

ト・ジョーンズ・カレッジ及びバークレイズ

銀行の役割が大きかったことを、現地調査か

ら我々は特定した。我が国においてもリー

ダーシップを発揮する人材や組織を見いだす

ことは、この条件を満たすために欠かせない

ものである。 

 

条件 2：知縁ネットワークへの大学・公的研

究機関による組織的参画の実現 

 

 大学や公的研究機関は、知識創出の源泉、

知識の融合・交換の場としての機能を持ち、

経済圏のクラスター又は知縁社会の中心とな

るべき存在である。アメリカの成功した地域

経済圏では、大学がクラスター形成のプラッ

トフォームとして機能している。イギリス、

アイルランド、フィンランドに於いても同じ

ことが言える。一方、我が国に於いては、坂

田・松島他(2003)の計量分析から「大学」が

地域経済圏の中で統計的に抽出出来る水準の

影響力を持っていないという、日・米欧で対

照的な状況が明らかになった。従って、我が

国に於いては、大学・公的研究機関を知縁

ネットワークの中に引き込んでいくことが非

常に重要な課題である。幸い 1990 年代末から、

大学関連の大幅な制度改革や大学院の充実に

より、大学の知的リソースの創出力は高まっ

ており、また、技術移転や産学の協働に関す

る障害も軽減されてきたことで前提条件が整

いつつある。 

今後、大学と産業界の交流と相互作用の幅

と量を拡大するためには、まず、第一に、産

学の中間に立って両者を“仲介”する機能の

強化が必要である。制度的な障害が無くなっ

たとしても、大学と産業界の間には、文化の

差異という容易には超えがたい”谷”が存在

している。また、 Rosenberg と Nelson(1994)

などが指摘しているように、産業界と異なる

大学の文化が創造性の源泉でありこれを変え

る（”谷”を埋める）こと自体には弊害が大

きい。従って、両者の間に仲介機能を置くこ

とによって、両者の谷に橋を架けることが適

切なアプローチである。こうした仲介機能を

持つ機関類型としては、典型的には、産学共

同研究機関、テクノロジーパーク、テクノロ

ジー・インキュベータ、技術人材教育セン

ター、大学の運営による中小企業支援セン

ター、技術移転機関(TLO)が挙げられる。こう

した類型の機関として具体的には、オース

ティンには、IC スクエア（技術系人材教育機

関）、ATI(テクノロジーインキュベータ)があ

り、フィラデルフィアでは UCSC（サイエンス

パーク、インキュベータ）やヘンシルバニア

大学内の SBDC（中小企業経営支援センター）

があって、クラスター形成に大きな役割を果

たしたことが観察されている。形式上、こう

したミッションや名称を持つ機関は、我が国

にも既に多数存在している。問題は、そうし

た機関の多くが、谷の両側のいずれかに軸足

を置き過ぎており（大学の本来的な機能の一

部を担うと考えられる TLO は除く）、また、産

学共同や技術管理・移転などの活動に当たる

専門人材が不足しているために両者をつなぐ

橋としての機能を十分に発揮していないこと

である。例えば、大学の地域共同研究セン
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ターやベンチャーラボの多くは、極めて大学

寄りの運営がなされており、産業界にある

ニーズやシーズを持ち込みにくいのが現状で

ある。大学の機関には、産業界や地域コミュ

ティの人材を入れたボードを作る一方、産業

界の機関には大学の教官や職員を入れたボー

ドを置くこと、両者の連携について透明で明

確なルールを作ることにより、機関の性格を

中間的なものに変えることが期待される。ま

た、主要な研究大学のリソースを早期に活用

出来るものとするためには、大学の近郊に新

たに、テクノロジーパークやインキュベー

ションセンターを設立することが即効的であ

ると考えられる。 

 他方、産学の仲介機構が成立したとしても、

産業界側の情報と比較して、学の側の入手可

能な情報量が少なく、産業界の側から学に対

して積極的に働きかけるのが難しいという問

題が残る。産学連携を効果的に進めるために

は、大学内からの Push と産業界からの Pull

の双方がかみ合うことが重要である。大学側

の情報入手が困難な環境下では、仲介機構は

効果的な仲介を実施し得ない。従って、第二

に、学の側の情報を総合的なデータベースと

してまとめ、公開することが課題となる。こ

のデータベースは、産業界の側からの働きか

けが可能となるように、どの機関のどの研究

者が具体的にどのような技術シーズや研究実

績を持つのか、詳細を明らかにしたものとす

ることが求められる。 

  

条件 3：起業家と知識モジュールとの仲介を

行うインキュベータの機能発揮 

 

 インキュベータは、クラスターの中で、独

自の技術やアイデアを持つ起業家と外部の知

識モジュールとの間の仲介役となって、起業

家の成長に貢献することが期待される存在で

ある。我々の米欧経済圏の調査において、イ

ンキュベーションのクラスター形成への寄与

が確認出来た。他方、坂田・藤末他(2002)は、

我が国では、260 機関以上存在するインキュ

ベータが、地域経済圏の生産性向上に関し、

大学と同様に、有為な程度の効果を発揮しえ

ていないことを明らかにしている。改善方策

を検討するため、我々は、運営が成功してい

ると評価されている米欧などの 28 機関の実態

調査を行った。この結果、インキュベータが

本来の機能を発揮させるためには、それに

「モジュール仲介型システム」を実装し、本

来この政策ツールが持つ潜在機能を発揮させ

ることが不可欠であることが明らかとなった。

この新システムの実装のためには、何が求め

られるのであろうか。第一にネットワークの

形成・維持や専門家と起業家の間の仲介など

を担うインキュベーションの専門人材の養成

が不可欠である。日本新事業支援機関協議会

(JANBO)では既に 2000 年よりインキュベー

ション・マネージャー育成講座を開設して育

成を進めると共に、フォローアップのための

定期的なワークショップやインストラクター

の教育講座の仕組みを設けている。また、芝

浦工業大学には専門人材養成のための講座が

開催され、JETRO は NBIA の協力を得て 2002

年よりアメリカで研修プログラムを運営して

いる。こうした活動により数年内に、仲介機

能を担う人材が相当数生まれることが期待さ

れる。第二に、インキュベーション活動を支

援する産官学の主体からなる地域ネットワー

クの形成や地域コミュニティとの連携のため

の活動を強化することである。坂田(2003)は、

JANBO 及びラトガース大学の David Lewis 研

究員との共同調査によって、インキュベータ

の運営者側に、地域ネットワーク形成とコ

ミュニティとの連携を重視する意識が芽生え

ていることを明らかにした。第三に、クラス

ター形成のための活動と一体的にインキュ

ベータの活動強化を考えることである。地域
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経済圏内に協働の意識や横のネットワークが

無い場合、インキュベータが独自にネット

ワークと結合のメカニズムを作ることは大変

困難である。逆に、横のネットワークが発達

している場合は、インキュベータは、その

ネットワークの支線を作るだけで、機能の発

揮が可能となる。経済圏単位のクラスターの

ネットワークを利用しながら、自身の機能を

強化していく考え方を、”Cluster-based 

Incubator”という言葉で表したい。インキュ

ベータと共にクラスター形成の原動力となる

ことが期待されるサイエンスパークやテクノ

ロジーパークについても同様なことが言える。 

 

条件 4：産学官の知識ネットワークの外部へ

のオープン化（起業家へのワンストップ支援

機能の装備） 

 

地域経済圏内に外部から新たに成長力のあ

る企業や才能ある個人を呼び込むためには、

中核企業、大学、インキュベータなどの公的

支援機関などから成るネットワークが外部に

対して開かれたものである必要がある。圏域

外から新たな知識や才能が活発に導入される

ことによって、域内の知識量や知識の幅が拡

大し、圏域の知的競争力が高まる。既存の

ネットワークに対して、特にアクセスが困難

な立場に置かれているのは、起業家である。

起業家は、情報入手力、対外的信用力、事務

的能力の各面で、既存の企業と比較して劣っ

ており、独力でネットワークに入り込むこと

が難しい。このため、起業家に対して、ネッ

トワーク内に存在する多様なリソース（これ

には、経営、技術、教育、資金、マーケティ

ングなどの分野のものを含む）の紹介やアク

セスに関する必要な支援を行う機能を設ける

ことが必要となる。そうした機能を持つこと

で、経済圏内に、起業家などの新規参入者を

惹きつけ、また、それらの事業の成長スピー

ドを高めることが可能となる。参考となる海

外の代表的事例としては、Swiss Center for 

Electronics and Micro technology（CSEM、

ニューシャテル）、UCSD CONNECT（サンディエ

ゴ）、Austin Technology Incubator（ATM、

オースティン）がある。 

 

条件 5：知識化社会に対応した充実した地域

教育力の具備 

 

 産学官の活動主体を支える地域クラスター

の構成要素として、「地域力（地域キャパシ

ティ）」がある。地域教育力（大学進学率）、

都市化の程度（人口密度など）などが、生産

性やインプット（人材、情報）の吸引力に一

定の作用を及ぼしていることが明らかとなっ

ている。また、 Lewis(2002)は、アメリカの

インキュベータの起業家育成成果の分析から、

地域キャパシティの高低によって、インキュ

ベータの入居起業家や卒業企業の成長のス

ピードが左右されることを実証している。 

「地域力」の中で、我が国の地域経済圏の

実態に照らして特に強化が必要と考えられる

のは、高等教育レベルでの地域教育力である。

言い換えると、高度な専門知識の伝授と知識

の創造力を涵養する機能の不足を補うことで

ある。高い機能を持つことにより、域外から

の人材の吸引力も高まる。地域教育力強化の

方策として具体的には、第一に、圏域の中核

となる大学の教育活動の活性化と対外的な

オープン化が必要である。第二に、起業家教

育、ビジネス・スクールなど社会人の専門教

育機能の強化、主要研究大学へのＭＯＴ教育

課程の設置、生涯学習を可能とするコミュニ

ティ・カレッジの設立が必要である。 

 また、人材の不足する地方の経済圏におい

ては、都市から地元出身の人材が回帰するよ

うな流れを作ることで、地域キャパシティを

高める戦術を採ることも必要である。地元か
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ら一度都会に出て、都会で知識を身につけ、

人的ネットワークを作り挙げた人材が、地元

に戻る姿は、“サーモンのサイクル”にも喩え

られる。呼び水的な役割として、公的機関に

おいて、地域クラスター形成やインキュベー

ション活動のために、専門知識を有する者を

任期付きで雇用することが考えられる。 

 

条件 6：知識を軸とした協働を積極評価する

文化の醸成 

 

我々は先に、協働の重要性を指摘したが、

Maillat 他(ニューシャテルとブザンソンの比

較)と Saxenian（シリコンバレーとボストン

の比較）の研究も、異なる文化的背景を持っ

た地域経済圏の比較分析から、地域力の一要

素である”協働の文化”の有無によって、圏

域内の協働の形成や進捗の度合いに大きな違

いが生じることを例証している。こうした研

究結果を踏まえると、産学官のネットワーク、

産学の仲介機構などを有効に機能させるため

には、経済圏内に協働を積極的に評価する文

化を根付かせることが重要である。具体的な

手法としては、協働の成功事例を社会的に顕

彰すること、非公式な接触を可能とするネッ

トワーキング・イベント、起業家のビジネ

ス・プラン・コンテストなど出会い「場」を

設定すること、産学官が組織を超えて参加す

る共同プロジェクト（地域戦略の立案、共同

技術開発、人材育成）を企画することが挙げ

られる。 

 

ここまでに示した条件 1 から条件 6 までは、

相互に密接な連関を持っており一体のものと

して考えるべきである。一部の条件が満たさ

れただけでは、クラスター形成を効果的に実

現するは出来ない。各条件は、それぞれ「産」

「学」「官（産学仲介機構）」というクラス

ターを構成する 3 つの行動主体の行動と地域

力の質に影響を与えるものであり、更に、ク

ラスターの内部構造間の連関を通じて、相互

に影響を及ぼし合う関係にある。 

 

これまでの議論を総括して、クラスター設

計のための手順を明らかにしよう。まず、第

一のステップとして、クラスター化の必要性

に関する認識の域内で共有することである。

認識の共有がなければ、産学官による協働は

実現しえない。第二ステップとして、本稿で

示した 4 の軸に沿って初期条件の客観的な評

価を行うことである。我々は、実際に日米欧

6 地域の調査を行い、先にその結果を示した。

第三のステップは、初期条件と先に導出した

6 条件の間の乖離を埋める方策を抽出するこ

とである。我々は多くの地域で求められるこ

とになる処方箋の具体例も示した。最後に、

産学官の協働により、その諸方策を地域経済

圏のシステムの中に実装するのである。この

ような段階を踏むことによって、我々が横型

社会のモデルと呼んだクラスターの構造を持

つ経済圏を作り上げることが可能となる。 

 

【図２】クラスター設計の手順 

 

 

４．ポテンシャルの高い地域の特定と「連結

された多極型クラスター構造」について 

ステップ１：域内でのクラスター化の認識の共有（リーダーの選定）

ステップ２：初期条件の分析
（産業力、大学力、産学連携力、地域力）

ステップ３：初期条件と６条件と乖離を埋める方策抽出

地域経済圏への実装
（産学官による協働）

ステップ１：域内でのクラスター化の認識の共有（リーダーの選定）

ステップ２：初期条件の分析
（産業力、大学力、産学連携力、地域力）

ステップ３：初期条件と６条件と乖離を埋める方策抽出

地域経済圏への実装
（産学官による協働）
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 本来、「クラスター化」の可能性は、あらゆ

る地域に存在する。事実、アメリカでは、

ニューヨーク州トロイのような大都市圏から

離れた小都市においても、高度な知識を蓄積

した大学、企業群、専門家集団などから成る

クラスターが生まれている。しかしながら、

知識の濃度が高いほど、知識と知識がぶつか

り合う機会が多いほど、知識財の生産は活発

に行われたり、より高度の知識財が生まれる

という特性を考えると、クラスター化のポテ

ンシャルは、人口や産業の規模の大きい経済

圏に於いてより高いと考えることが妥当であ

る。我が国全体へのマクロ的インパクトと即

効性を考えた場合、特にこうした経済圏を重

視して、構造転換を促進していくことが求め

られる。 

 我が国においては、このモデルへの移行に

関して、具体的にどの経済圏のポテンシャル

が高いと考えられるのであろうか。経済圏の

規模やリソースの大きさを測るために、仮に、

人口集中地区人口 100 万人以上、大学卒業者

数 10 万人以上、製造業従事者数 6 万人という

メルクマールを設定すると、北から順に、札

幌経済圏、仙台経済圏、東京大経済圏（東京

23 区、横浜、千葉経済圏など）、浜松・静

岡・沼津経済圏、名古屋及び豊田経済圏、京

都経済圏、大阪及び神戸経済圏、広島経済圏、

福岡・北九州・下関経済圏（半導体に関して

は熊本も含まれる）の 9 大経済圏を抽出する

ことが出来る。なお、製造業従事者について

は、札幌と仙台を除くといずれも 10 万人以上

である。これらの規模の大きい経済圏を観察

してみると、浜松・静岡・沼津経済圏を除き、

いずれも長い伝統と蓄積を持つ国立の大規模

な総合大学（藤末・西・坂田(2001)の分析か

ら、これらはカーネギー分類によって研究大

学に類別されることが判明している）が立地

しており、知識の創出力も高い地域経済圏で

あることがわかる。 

 他方、これら主要経済圏の中においても、

東京大経済圏、大阪経済圏、名古屋・豊田経

済圏の 3 経済圏は、他の 6 経済圏を大きく引

き離す規模を持っている。こうした巨大経済

圏と高速交通インフラ（高速道路、新幹線、

航空路網）によって連結され、知識面で濃密

な交流がある経済圏は、仮にそれ自身の規模

が小さくとも、巨大クラスターからの知識リ

ソースの提供を受け、それらと連携して活動

することが容易であることから、クラスター

としての発展のポテンシャルが高いと考える

べきであろう。そうした経済圏として具体的

には、仙台経済圏と新潟経済圏(共に先の定義

による研究大学も立地する)、浜松・静岡・沼

津経済圏、岐阜経済圏、大津・草津経済圏が

ある。これらは我々が先に連結経済圏と呼ん

だものである。連結経済圏においては、知識

人材の圏域への出入り口となる新幹線の駅な

どが、域内外の知縁ネットワークの結節点と

して機能する可能性を秘めている。逆に、こ

れら 3 大経済圏と新幹線や高速道路と比較し

て輸送力の小さい航空路でしか結ばれていな

い札幌経済圏は、その規模に比して、不利な

位置づけにあると考えるべきであろう。9 大

経済圏に次ぐクラスの規模の経済圏である富

山経済圏、金沢経済圏についても、札幌経済

圏と同様なことが言える。 

 先の 9 大経済圏や 3 巨大経済圏との連結経

済圏は、工業化経済の段階に於いて整備され

た高速交通ネットワーク（高速道路、新幹線、

航空路網）によって、既に物理的に連結され

ている。世界的にみても、我が国の高速交通

ネットワークは、屈指のインフラと言える。9

大経済圏などが“知縁”を軸としたクラス

ターへと構造変化を遂げ、更にその先、高速

交通ネットワークを介して、知縁の輪を他の

大経済圏や周辺の経済圏へと広げることに

なったとすれば、知識の融合や交流の機会が

爆発的に増大し、我が国の知識財の生産力が
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大幅に向上することが期待される。我々は、

このような国土の姿を「連結された多極型ク

ラスター構造」と呼ぶこととしたい。個別の

経済圏とクラスター構造化と、それらクラス

ター間の知縁を軸とした横の連結、これが、

我が国が目指すべき構造改革の方向である。 

この姿と工業化段階における東京を中心と

した縦割り型の地域間連結と異なる点は、第

一に、それぞれの経済圏が“圏”としての実

態を伴っていることである。圏内に形成され

た知縁があることによって、知識財の生産を

行う企業や個人を、その場所へと惹きつける

競争力が生まれるのである。従って、実態の

無い経済圏と違って、事業活動の海外へのフ

ライトを簡単に許すことはない。第二に、他

の経済圏との連結は、固定的な関係やハブ・

アンド・スポーク型と呼ばれるような縦の関

係ではなく、横の柔軟な協働関係によって規

定されるということである。言い換えれば経

済圏同士の協働の構造が存在する。第三に、

連結の誘引は、物理的な生産要素や資金では

なく、知識であるという点である。 

こうした過去の構造との差異自体は物理的

に見えやすいものではない。しかしながら、

社会だけでなく、個人や家族にとっても、働

き方や生活の変化を通して実感出来るものと

なるはずである。個人は、経済圏の中で組織

を超えて知識を軸にネットワークする。工業

化時代では生産や物流プロセスで連結した大

都市圏の本社との通信連絡を重視していたが、

知識経済下では、同じ経済圏で活動する隣人

との連携が重要となる。仕事の場所も事務所

や工場内に限られることはなく、どこでもい

つでも仕事をすることが可能となる。特に、

知識の濃度の高い人材が集まる場所は、仕事

の場として最適地となる。家族に関しては、

前工業化時代に戻ったかのように、家庭と仕

事の場の区別が縮小する。知識の生産や交流

に関しては、地理的、物理的な制約が小さい

からである。また、地理的、物理的な制約か

ら解放された女性が知識労働者として活躍す

る余地が飛躍的に高まる。それによって、家

庭像は、男女共同参画時代へと向けて変化し

てゆく。 

 こうした「連結された多極型クラスター構

造」のイメージを模式的に示したものが図 3

である。ここでは、地域クラスターへと変革

を遂げた地域経済圏が多数生まれている。そ

れら経済圏の間は、知識の流れによって結ば

れている。高速交通網は、物理的な運搬経路

としての役割に加えて、知識の流路としての

役割が増している。主要な経済圏からは、ア

メリカ、欧州、アジアへと知識のネットワー

クが延びている。アジアに関しては、日本の

経済圏が知識財の生産地として、アジアが工

業財の生産地として棲み分けを行う場合も見

られる。浜松のような大経済圏にはさまれた

連結経済圏に於いては、新幹線の駅や高速道

路のインターチェンジの近傍が域外との知識

の交流の拠点として機能することになる。 

 

（おわりに） 

 地域再生には、従来型の手法では限界があ

り、一般のビジネスと同様に、モデルの転換

が欠かせない。本論文では、このような問題

意識に沿って新たな地域経営のビジネスモデ

ルを提案した。知識人材の横ネットワークと

協働、知識の仲介機能、経済圏同士の横の連

結などがキーワードである。本稿の提案に基

づけば、我が国における地域再生の政策手法

は抜本的な転換が必要となる。今後、内外経

済圏のフィールド研究を更に行いながら、本

モデルに関する具体的な設計論を深めていき

たい。
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【図３】連結された多極型クラスター 
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